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施）が，月 2回の学校週休 5日制の実施（1995年 4月から実施，1992年からは，第 2土曜
日実施）もなされた。
しかし，東日本大震災併せて福島第一原発事故が，1981年の国際障害者年の 30年後にあた


































なり，せっかく改善された週休 5日制注 5）も変質し，土曜日も授業の学校も増加している。注 6）












































































































































































　　　 関東大震災（大正 12年 9月 1日，14万人が死亡，57万戸が倒壊した）の灰塵の中，
創立者川村文子は女子教育の使命を覚醒。



















　　○ 1950 年（昭和 25年） 社会事業研究実施校制度（神奈川県）
　　　学校教育における「福祉教育」の源流の一つ。
　　○ 1951年（昭和 26年）　川村学園に 奉仕当番始まる。






































































 （1989年 12月 29日　株価最高の 38915円）
　　1984年 臨時教育審議会（臨教審）
 4次答申（能力主義，管理主義）　　　　（1987年 8月）
 内，第 2次答申　「ボランティア活動」　（1986年 4月）























 月 2回の学校週 5日制実施（第 2・4土曜日が休み）
　　 10月 「日本福祉教育ボランティア学習学会」設立大会（於いて　東京）
　　 12月 「いじめ問題への取組みの徹底等について」文部省通知










































































































　　1990年：「国家及びコミュニティー・サービス法」（National and Community Service  Act）
　　　　　　この法律で，サービス・ラーニング，以下，SLと略す）
             定義：「幼稚園から大学（大学院）に通学する子ども・青年を対象とした社会貢献活動」
梅　澤　嘉一郎
88
         ア．SL＝福祉教育は正確ではない。
　　　　　　SLでとりあげる学習内容には，環境問題や国際問題等まで及ぶ。
             その後。1993年＝国家及びコミュニティ・サービス信託法
             　　（National and Community Service Trust Act）






























































　　　  　昭和 8年 3月 3日 午前 2時 30分　大地震
 　　 3時 10分　津波第Ⅰ波
 　　 3時 20分　　　第 2波
　　　  　　　流出戸数　505戸　死者　911名　負傷者　122名






































　①　2011年 3月 12日　14時 15分　1号機　水素爆発
　②　 3月 14日　11時  1分　3号機　水素爆発



































































ケート協力者延べ 9名（6月 10日～ 12日，4名，6月 17日～ 19日，2名，6月 24日～ 26日，
3名）が参加し，現地ボランティアセンターの指示を受け，泥かき，片付け，朝市の宣伝・販
売・調理，写真の洗浄・乾燥・展示等の被災地支援活動を通じ，被災地支援を自ら体験され













是非，今回のような勉強会を続けていただきたいです。」（2005年 11月 9日，他大学 3年，
第 2回勉強会　「知的障害児の福祉」，講師　「みどり園」園長）
②「今の自分自身には関係ないと思っていたことを深く考えることができました。」









　新設された 1年次生対象の「福祉教育論」受講生 10名と 4年生の卒業研究受講生 6名の計
16名で，回収率は，1年生が 9名で 90％，4年生が 5名で 83％であった。
　福祉教育論受講生には，前期授業をほぼ終えた平成 24年 7月 6日に実施した。
　4年生の卒業研究受講生は，6人中 5人が，平成 23年度の 3年生ゼミを受講した学生で，3・
11の東日本大震災後，3年生ゼミでは，「災害とソーシャルワーク」をメインテーマ」で研究



















































































































から 8．47％値上げも決定している。注 15）その怒りは，毎週金曜日の官邸前での 6～ 7万人規
模の抗議デモ，7月 16日のソーシャルワークの日には，17万人規模の抗議のうねりに達した。






そこで，平成 23年度に続き，平成 24年度 7月に同じ 28名で昨年との比較可能なように，
同じ質問でアンケートを平成 24年 7月 11日～ 16日に実施した。
平成 23年度は，3年生ゼミ生 10名以外の学生 18名の計 28名で，実施日は，3年生ゼミ生が，
6月 25日（6名），7月 20日（4名），3年生ゼミ生以外の学生は，7月 19日（11名），7月 22日（7
名）であった。
平成 24年度実施のアンケートの特徴は，3年生ゼミ生は昨年 10名から今回は 8名でほぼ同






























　 　括弧内は，NHK，24年 7月 14，「どうなる日本のエネルギー」での視聴者からの意見
集約結果で本調査に該当可能項目の数字。
　①　計画どおり 5割を原発賛成は 17.9％（17％，原発 25％）
梅　澤　嘉一郎
100





































































（23年度） 23年度　　 24年度 増減
　①　太陽光 30.9％　⇒ 24.1％ △ 6.8
　②　風力 24.6％　⇒ 18.1％ △ 6.5
　③　水力 19.8％　⇒ 14.5％ △ 5.3
　④　地熱 12.3％　⇒ 20.5％ 　 8.2
　⑤　バイオマス  6.2％　⇒ 12.0％ 　 5.8
















 23年度 24年度 増減
①　内部被曝 28％ 42.9％ 14.9ポイント増加




 23年度 24年度 増減
①　雨の日の水溜り 19.4％ 10.8％ △ 8.6









































































を隠蔽していたとの新聞報道（24年 7月 5日，東京）を契機に，7月 11日には，滋賀県警による学












　　　  その他（ ））
　（イ）学校外（地域ボランティア・家庭での育児や介護支援・献血活動・募金活動・
　　　  被災地ボランティア・その他（ ）
2，福祉教育との出会いはいつからでしょうか。
　  ①小学生②中学生③高校生④大学生　③その他（ ）
3，福祉教育の出会いによる変化はありましたか。
　  ①大いにある。②ある程度ある　③変化なし　④その他
　  理由等を（ ）





　  ③その他（ ）
5，学校教育での下記課題の解決策としての福祉教育による解決策がありましたら
　  ①　いじめ問題（ ）
　  ②　不登校問題（ ）
　  ③　ゆとり教育から詰め込み教育への動き
　  　　（ ）




　  　　①　小学生②中学生③高校生（主な内容： ）
　  　　②　大学生　最近の内容（ ）
7，今後の福祉教育の展望
　  （1）該当する場合に括弧内に○を。（複数可）
　  　　①共に生きる力を養う （　　）
　  　　②自己責任から共同・連帯の精神へ （　　）
　  　　（ウ）社会貢献活動の推進 （　　）
　  　　（エ）社会環境，自然環境への視点を学びその改善
　  　　          に参加 （　　）
　  　　（オ）その他 （　　）














































































　　　　2011. 6. 25　　社会教育専門演習 3－a
社会教育専門演習 3－a　「チェルノブイリの今―福島への教訓」の視聴を終えて
原発問題アンケート 2011年 6月 25日実施　







































































念」，㈱東洋堂企画出版社，平成 10年 10月 15日，p.75.
 2， 「ゆとり教育」がいつから始まったかについては，諸説ある。一般的には，学習指導要領の改訂告示は，
小・中学校が 1998年，高等学校が 1998年になされ，実施は，小・中学校が 2002年度から，高等学








 　中学の英語の場合は，全員共通して覚える単語を 507語から，今度は 100語に減らしますから，「This 
is a pen.」の「pen」は覚えなくて良い。そのかわり，「This is a」は暗記させて下さい」と 1992年に，
文部省初等中等教育局職業教育課長に就任した当時を回顧し説明している。（寺脇研「21世紀のゆと
り教育の本質はこれだ」，新潮社，2001年，pp.37−41.）





















中学校 1900校対象の調査結果では，土曜授業年 6回以上の学校が，小学校全体で 43.3％（47校），中
113
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学校で 47.0％（25校）であった。いずれも，10年度に比べて 4倍，11年度比でも 3割以上伸びた。（日
本経済新聞，2012年 7月 16日）
 3， 「福祉・健康」であると文部省が例示して取り上げた「総合的な学習時間」（2002年 4月から小中学校
で開始され，2003年 4月から高等学校でも実施された。）
 4， 東日本大震災と原発事故




 　さらに，当初アメリカの GE（（株）ジェネラル・エレクトリック社）は津波の高さを 20 mで想定し
たが，日本側の経費節減の要請で海抜 10 mの高さに建設した福島第一原発が，津波が 14 m余りもの
高さとなり，浸水により，1，2，3号機の全電源喪失。非常用炉心冷却装置，冷却水循環系が不能に。
原子炉内の燃料棒に対する継続的な注水冷却機能喪失の事態となる。
 　3月 12日には，1号機で水素爆発（爆発時間は，12日，14時 15分，原子力安全･保安院は「炉心
溶融ガ起きた可能性が高い」ことを発表。同日，17時 47分に，官房長官が「何らかの爆発的事故があっ
た」と発表。同日 23時 20分，原子力安全･保安院が「水素爆発の可能性が高い」と発表。




水汚染は，東京電力発表で，4月 4日からの 1週間で，10,393トンのヨウ素とセシウム，1,500億 Bq
としていたが，フランス政府系の放射線防護原子力安全研究所の報告書では，3月 21日から 7月半ば
までに海に流出した放射性セシウム 137の総量は 2.71京（1京＝ 1兆の 1万倍）Bqと発表している。（日
経新聞，2011年 10月 28日）
 　小出裕章「原発はいらない」，幻冬舎ルネッサンス，2011年 7月 15日，pp.222−223.（月刊「宝島」
（2011年 7月号），宝島社，pp.114−115．東京税理士会「東京税政連」，2011年 9月 1日。）
 　なお，被災地での犠牲者は，死者は，15,872人，行方不明者は 2,767人（2012年 10月末日現在，
警察庁発表）
 　障害者の犠牲者は，1,655人で障害手帳所持者死亡率は 1.5％で，全住民の死亡率（0.8％）の 2倍
近くに及んでいる。内，被災 3県で全住民，障害者ともに岩手県が一番多く，全住民が死亡率 2.2％，
障害者が 8.3％（436人）で，約 4倍障害者が多くなっている。（河北新報，朝刊，2012年 9月 24日）
 5， 週休 5日制
 　月 2回の学校週休 5日制の実施（1995年 4月から実施，1992年 9月からは，第 2土曜日実施）が
なされた。脱ゆとり教育後も継続はしている。










 　　 　　（昭和 60年 6月 29日付文初中第 201号）
　・1994年　東京中野区富士見中学の大河内清輝君の葬式ごっこによる自殺事件。
　・1994年 11月 27日　愛知県中学 2年生，いじめを苦に自殺。1994年 12月 9日　「いじめ対策緊急会議」
緊急アッピールを受け，「いじめ問題について，当面緊急に対応すべき点について」（通知） 
文部省初等中等教育局長通知。
　・1998年 自殺総数 192件（内，いじめ　1人）1999年度からは，いじめによる死は 0。2005年 10月
の「福岡・いじめ自殺事件」（福岡県筑前町の中学男子 13歳児童が，「いじめられて，もう
生きていけない」との遺書を遺し自殺された事件）を契機に NPO法人「ジェントルハート」





　　（2）2011年 10月 11日　大津市立皇子山中学 2年生いじめ死事件
　　　　【事件の経緯】























　　　　　　  　10月 10日 別居中の母と出かける。
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　　　　　　  　10月 11日 アンケート調査実施の朝，自宅のマンション 14階から身を投げ自殺。
　　　　2012年  2月 遺族が同級生 3人とその保護者を提訴。
　　　　　々  　 3月 卒業式に市長祝辞で，「市にはいじめのない社会をつくる責任がある。
　　　　　々  　 5月 口頭弁論で，「いじめを苦に自殺したとは断定できない」
　　　　　々  　 7月 市教育委員会「学校との連携不足」と謝罪。










 7， 東京新聞，朝刊，2012年 7月 8日
 8， 土曜授業復活情況
　　　東京都教育委員会の都内公立小中学校約 1,900校を対象に 2012年度実施状況では，「年間 6回以上」
の土曜授業は，小学校は全体の 43.3％，中学校は 47.0％。いずれも 10年度に比べて約 4倍，11年度
比3割以上伸びる。回数は，11年度より増えたのは小学校で264校（20.3％），中学校で156校（25.2％）。








 　事故から 25年，原発 4号機はコンクリート製の石棺で覆われているが，まだ溶解した約 180トン















10， 3月 12日，3月 15日，3月 21日の風の影響を，群馬大学の早川由紀夫教授が作成した「放射線汚染ルー
ト」で説明している。（東京新聞，2011年 7月 22日，朝刊）






13， NHK「ある町長の決断」，2012年 9月 30日放映，43分。
　　「住民に，明確な形で安定ヨウ素剤を飲ませる決断をしたのは，福島県三春町だけであった。










 　（「吹流しの町―その頃，国と県は―」，朝日新聞，朝刊，2012年 9月 25日。）
　　なお。原子力規制委員会が 2012年 10月 31日策定の「防災指針」では，「安定ヨウ素剤服用基準は先
送りとなる。




15， 大飯原発再稼働と電力事情は，平成 24年 9月に判明した情報では，大飯原発 2基分 236万 kw/hが
なくても 8月 3日のピーク時電力量 2682万 kw/hで，81万 kw/h（予備率＝ 3.02％）余剰電力が生じ
た。しかし，平成 24年 9月より電気料金は 8.47％値上げされた。
　　　　（東京新聞，朝刊，2012年 7月 18日）
16， 「原発問題アンケート」（平成 23年度）結果の図表は省略。
















 石倉康次・市井吉興監訳「ソーシャルワークの復権」“Iain Ferguson, Reclaiming Social Work: 










4， 石倉康次・市井吉興監訳「ソーシャルワークの復権」“Iain Ferguson, Reclaiming Social Work: 













学生区分 1年次生 4年次生 計
実施日 7月 6日 7月 17日
授業名 福祉教育論 卒業研究演習
履修学生 10名 6名 16名
回収学生数 9名 5名 15名






内容 計 1年生（％） 計 4年生（％）
（学校教育内）
介護等体験 4 44 1 20 5 36
学内ボランティア活動 1 11 3 60 4 29
総合科目での福祉理解 1 11 1 20 2 14
記入なし 3 34 0 0 2 14
計 9 100 5 100 14 100
（学校教育外） 1年生（％） 4年生（％）
地域ボランティア 1 11 4 90 5 36
家庭での育児・介護支援 2 22 0 0 2 14
献血活動 2 22 0 0 2 14
募金活動 0 0 0 0 0 0
被災地ボランティア 0 0 1 10 1 7
記入なし 4 45 0 0 4 29
計 9 100 5 100 14 100
（学内・学外の内訳）
学内のみ 3 34 0 0 3 21
学外のみ 2 22 0 0 2 14
学内･学外両方 4 44 5 100 9 65









学年内訳 計 1年生（％） 計 4年生（％）
小学校 2 21 3 60 5 35
中学校 3 34 1 20 4 29
高等学校 3 34 1 20 4 29
大学 1 11 0 0 1 7









（％）変化の内容 計 1年生（％） 計 4年生（％）
大いにある 4 45 1 20 5 65
ある程度ある 3 34 0 0 3 21
記入なし 2 21 4 80 2 14











（％）内容 計 1年生（％） 計 4年生（％）
狭義の福祉教育 5 32 2 40 7 50
広義の福祉教育 2 34 1 20 3 21
その他 2 34 2 40 4 29




筆者コメント  　　　○ 「特に学ばなかった」との回答理由として，2年生から4年生までは，「社
会福祉原論」，科目で，「福祉教育論」科目は 1年生から創設されたため
と思われる。
  　　　○記入なし（1年生 2名）の理由として








内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
話し合いの場を設ける 1 11 0 0 1 7
アンケート実施 1 11 0 0 1 7
先生と生徒のメンタルヘルス強化 0 0 1 20 1 7
いじめに関する VTR視聴 0 0 1 20 1 7
記入なし 7 78 3 60 10 72









内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
話を聞く 1 11 0 0 1 7
先生と生徒のメンタルヘルス強化 0 0 1 20 1 7
自宅でのインターネット教育 1 11 0 0 1 7
記入なし 7 78 4 80 11 79








内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
経験あり 7 78 5 100 12 86
経験なし 2 22 0 0 2 14




内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
小・中・高･大学 0 0 0 0 0 0
小・高・大 1 14 2 40 3 27
小・中・高 2 30 0 0 2 17
中・高・大 1 14 0 0 1 8
小・大 0 0 1 20 1 8
中・大 0 0 0 0 0 0
中・高 1 14 0 0 1 8
高・大 1 14 0 0 1 8
中 1 14 0 0 1 8
高 0 0 1 20 1 8
大学 0 0 1 20 1 8




内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
徐々に勉強内容を増やす 1 11 0 0 1 7
土・日に勉強会 0 0 1 20 1 7
子どものメンタルヘルスが心配 0 0 1 20 1 7
記入なし 8 89 3 60 11 79











内容 計 1年生（％） 計 4年生（％）
共に生きる力を養う 6 39 4 45 10 40
自己責任から共同連帯社会 4 27 1 11 5 21
社会貢献活動の推進 4 27 2 22 6 26
社会・自然環境改善参加 1 7 2 22 3 13







内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
通学路等のごみ拾い 2 22.5 2 40 4 29
赤い羽根募金活動 1 11 0 0 1 7
夏祭り 0 0 1 0 1 7
高齢者施設での介護等 2 22.5 0 0 2 15
　障害者施設でのお手伝い 0 0 1 20 1 7
児童保育で一緒に活動 1 11 0 0 1 7
学童保育施設で活動 1 11 0 0 1 7
特別支援学校運動会手伝い 1 11 0 0 1 7
音訳ボランティア 1 11 0 0 1 7
災害ボランティア 0 0 1 20 1 7







（％）内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
　障害者施設でのお手伝い 0 0 1 50 1 20
学童保育施設で活動 1 33 0 0 1 20
特別支援学校運動会手伝い 1 33 0 0 1 20
音訳ボランティア 1 33 0 0 1 20
災害ボランティア 0 0 1 50 1 20








内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
1＋ 2＋ 3 1 11 0 0 1 7
2＋ 3＋ 4 1 11 0 0 1 7
1＋ 2 2 22.5 1 20 3 21.5
1＋ 3 2 22.5 1 20 3 21.5
1＋ 4 1 11 1 20 2 15
2＋ 3 1 11 0 0 1 7
3＋ 4 0 0 1 20 1 7
1 0 0 1 20 1 7
記入なし 1 11 0 0 1 7






内容 計 構成比（％） 計 構成比（％）
1．授業にボランティア活動を 1 50 0 0 1 33
2．もっと介護福祉に力点を 1 50 0 0 1 33
3．もっと学校教育に福祉を 0 0 1 100 1 33





















実施日 7月 16日 7月 13日 7月 11日 7月 13日
授業名 福祉教育 2年演習 3年演習 福祉経営
履修学生 9名 4名 9名 10名 32名 13 33 －1
回収学生数 8名 4名 8名 8名 28名 10 28 0




1年 2年 3年 4年 合計 構成比 23年構成比 増減
（原発事故前）
大いに不安 0 1 0 0 1 3.8 3.6 0.2
ある程度不安 0 3 2 1 6 23.1 17.9 5.2
不安なし 6 0 5 5 16 61.6 67.9 －6.3
その他 0 0 1 2 3 11.5 10.7 0.8
計 6 4 8 8 26 100 100 0
（原発事故後）
大いに不安 0 4 3 3 10 35.7 50 －14.3
ある程度不安 8 0 5 4 17 60.7 39.3 21.4
不安なし 0 0 0 1 1 3.6 7.1 －3.5
その他 0 0 0 0 0 0 3.6 －3.6









1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
直ちに廃炉に 0 3 0 6 9 32.1 46.4 －14.3
増設すべきでない 6 1 4 0 11 39.3 25 14.3
計画の 5割原発 2 0 3 0 5 17.9 14.3 3.6
その他 0 0 1 2 3 10.7 14.3 －3.6
　　計 8 4 8 8 28 100 100 0
【出典】筆者作成。
【備考】「その他」コメント：○原発は必要と思われるので管理マニュアルをしっかり作って欲しい。
【参考】 平成 24年 7月 14日の NHKテレビ，「どうなる日本のエネルギー」での視聴者からのアンケート
結果
　　　　　　　1930年までに，①原発 0％　44％，② 20～ 25％（10～ 13基） 35％
　　　　　　　③ 25％（13基以上） 17％　④その他　4％
表 4　稼動中の原発の安全対策
1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
定期検査対応 5 2 7 1 15 53.6 57.1 －3.5
直ちに止め対応 3 2 1 3 9 32.1 35.8 －3.7
その他 0 0 0 4 4 14.3 7.1 7.2





1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
直ちに全て廃炉 0 1 1 0 2 7.1 7.1 0
電力需給で廃炉 5 3 5 7 20 71.4 53.6 17.8
定期検査後廃炉 2 0 1 0 3 10.8 10.8 0
現状維持 1 0 1 0 2 7.1 21.4 －14.3
その他 0 0 0 1 1 3.6 7.1 －3.5






1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
やむをえない 4 0 6 3 13 46.4 57 －10.6
納得できない 4 3 2 4 13 46.4 21.5 24.9
その他 0 1 0 1 2 7.2 21.5 －14.3












　　　　　　　　　　　　　　  ○ 東電の尻ぬぐいのための値上げであれば反対。そもそも何故値上げが
必要なのか疑問。（2年）
　　　　　　　　　　　　　　  ○ 被災者の賠償金を何故国民から巻き上げるのか。社長並びに役員が身
を削って支払うべき。そんな大幅な値上げをしたら死者がでる。（2年）
表 7　今後重点的に取り組むべきエネルギー分野
1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
再生可能エネルギー 3 2 4 4 13 46.4 43.6 2.8
天燃ガス 2 2 0 1 5 17.9 38.7 －20.8
原子力 2 0 2 1 5 17.9 12.9 5
石油 1 0 1 0 2 7.1 1.6 5.5
石炭 0 0 1 0 1 3.6 1.6 2
その他 0 0 0 2 2 7.1 1.6 5.5








1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年計 23構成 増減




　　々 2位 2 1 0 1 4 5
　　々 3位 0 0 0 1 1 3
　　  計 7 2 3 8 20 25




　　々 2位 2 1 2 3 8 11
　　々 3位 4 0 0 1 5 4
　  　計 6 1 4 4 15 20




　　々 2位 3 1 1 0 5 5
　　々 3位 0 1 1 3 5 10
　  　計 4 2 3 3 12 16




　　々 2位 0 1 2 1 4 1
　　々 3位 1 1 1 1 4 3
　  　計 2 3 3 2 10 5




　　々 2位 1 0 2 2 5 4
　　々 3位 2 0 4 1 7 4
　　  計 4 2 6 5 17 10




　　々 2位 0 0 0 2 2 1
　　々 3位 1 2 1 2 6 3
　　  計 1 2 2 4 9 5





1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
信頼できない 3 4 2 7 16 57.1 53.6 3.5
余り信頼できず 5 0 6 1 12 42.9 39.3 3.6
信頼できる 0 0 0 0 0 0 0 0
その他 0 0 0 0 0 0 7.1 －7.1





















1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
①大変心配 0 1 4 2 7 25 32.1 －7.1
②やや心配 6 2 2 4 14 50 50 0
③余り気にせず 2 1 2 2 7 25 17.9 7.1






　　　  ②の理由：○ 今までに具体的変化（体調等）がみられないので防ぐ手段がないので仕方がない。（4
年）









1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
内部被曝の不安 3 1 3 5 12 42.9 28 14.9
食物・水の汚染 4 3 5 2 14 50 68 －18
その他 1 0 0 1 2 7.1 4 3.1








1年 2年 3年 4年 合計 24年構成 23年構成 増減
①特になし 7 0 4 7 18 64.3 54.8 9.5
②放射線量の把握 0 2 2 0 4 14.3 16.1 －1.8
③雨の日の水溜り 1 1 1 0 3 10.8 19.4 －8.6
④浄水場の汚染度 0 1 1 0 2 7.1 6.5 0.6
⑤その他 0 0 0 1 1 3.5 3.2 0.3
　　　計 8 4 8 8 28 100 100 0
【出典】筆者作成。
【備考】1，放射能汚染を不安な学生のみ回答。
　　　  2，コメント欄　②の欄　○私の住んでいる地域はホットスポットのため。（2年）
　　　　　　　⑤「その他」欄：○ 実際，どうしようもないので特に何もしていない。しかし，幼児に対
して水道水は飲ませていない。（4年）
　　　　　　　　　　　　　　　○ 直後は，②や③に留意。現在は普通の生活に戻ったと思う。（3年）
